
 

 

資料 1 

茨木市消費生活センター啓発推進キャラクター 
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１ 消費生活センター運営事業 

 

Ⅰ 消費生活センター運営懇話会について 

 開催日 開催場所 参加委員数 傍聴者 

運営懇話会 

６月 16 日 
市役所南館 

５階会議室 
８人 - 

３月 22 日 
ｸﾘｴｲﾄｾﾝﾀｰ 

201 号室 
８人 １人 

 

 

○ 事業実績 

懇話会は２回開催し、若年層への消費者教育や消費生活展をはじめとした今後

の啓発手法などについて、有益な意見が交わされた。 

 

Ⅱ 消費生活センターレベルアップ研修等について 

 

Ⅱ－① 弁護士との共同事例研究会 

 開催日 開催場所 担当弁護士 

弁護士との 

事例研究会 

①６月９日 

②10月 13 日 

③２月９日 

ｸﾘｴｲﾄｾﾝﾀｰ 

201 号室 

明日風法律事務所 

江口 文子 弁護士 

 

○事業実績 

 弁護士との事例研究会を３回実施した。研究会には、相談員のほか行政職員も

参加し、相談事例の検討、対応のポイント等について学習、共有した。 

 

Ⅱ－② 大阪弁護士会主催共同事例研究会 

 

○事業実績 

 消費生活相談員が参加し、相談事例を題材として、弁護士とともに対応などに

ついて検討しながらレベルアップを図った。（延べ 11 回） 

 

Ⅱ－③ 国民生活センター主催研修への派遣 

 

○事業実績 

 独立行政法人国民生活センター主催の消費生活相談員専門事例講座等を派遣

及びオンラインにより受講し、最新事例の把握や情報交換に努めた。 
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２ 消費生活啓発事業 

コロナ禍のため、従来型の対面による出前講座やイベントでの啓発には 

一定の制限があったものの、前年度に比べ対面での啓発を増やすことが  

できた。 

新たな取組としては、府立茨木西高校、茨木高校の文化祭へ参加し、生徒

や来場者への啓発のほか、梅花女子大学学園祭へ参加し、学生等への啓発を

実施した。 

そのほか、市内高校でのオンラインによる出前講座やウエブ講演会を継続

実施するなど、デジタルを活用した周知・啓発を行った。 

   加えて、庁内連携による二十歳のつどい（旧成人祭）での啓発、市内大学・   

高校へのリーフレット配布などを継続して実施した。 

 

 

Ⅰ イベント等 

事業内容 開催日 場所 参加人数 募集人数 参加率 

⑴講師派遣事業 

（出前講座） 
随 時 

茨木西高校 

他 21 団体 
2,381 人 ― ― 

⑵くらしのセミナー① 

（高齢者スマホ教室） 
10 月 27 日 

葦原多世代   

交流センター 
14 人 20 人 70％ 

⑶茨木市消費生活展   

① at オンライン 

 

② 対面開催 

（エシカル消費と SDGs+） 

 

 ③ 中津公民館文化展 

 

 

11 月 15 日 

～12 月 15 日 

11 月 19 日 

～20 日 

 

11 月 12 日 

～13 日 

 

特設サイト    

 

ｸﾘｴｲﾄｾﾝﾀｰ１階 

 

中津公民館 

 

延べ 1,408

アクセス 

315 人 

 

98 人 

― ― 

⑷消費者月間記念講演会 

（講師：中野 雅至 氏） 
５月 29 日 

ローズＷＡＭ 

ワムホール 

会場 70 人 

配信 124 人 

90 人 

(オンライ

ン併用) 

77.8％ 

（会場） 

⑸消費生活パネル展 
５月 17 日 

～22 日 

中央図書館 

エントランス 
161 人 - - 

⑹くらしのセミナー② 

（暮らしとお金のこと） 
  ２月 20 日 

ローズＷＡＭ 

（オンライン配信） 

会場 17 人 

配信 21 人 
会場 60 人 28.3％ 

⑺市内高校文化祭 

①茨木西高校 

②茨木高校 

  ９月 10 日 

  10 月 30 日 

茨木西高校 

茨木高校 
― ― ― 

⑻梅花女子大学学園祭   11 月５日 梅花女子大学 ― ― ― 
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【再掲】 

⑴ 講師派遣事業 

○ 事業実績 

コロナ禍で中止されていた対面型講座も徐々

に再開する動きが見られた。 

再開後は、地域の団体市内大学の新入生ガイダ

ンスや地域包括支援センター 職員など、高齢者

の見守り者向け講座をはじめ、ＺＯＯＭを活用し

たオンライン講座のなどを実施した。 

 

⑶-①,② 消費生活展 

○ 事業実績 

  オンライン開催…令和４年 11 月 15 日（火）～12 月 15 日（木） 

  対面開催…令和４年 11 月 19 日（土）～20 日（日） 

オンライン開催は特設サイト、対面開催はクリエイトセンター１階で開催 

テーマ：エシカル消費とＳＤＧｓ+（プラス） 

内 容：・動画シアター 

・市内消費生活関連団体の紹介とパネル展示 

       ・消しゴムで重さ当てゲーム 

       ・エコバッグづくり 

・消費生活にかかわる身近なマークの神経衰弱ゲーム   等 

参加者：オンライン開催…延べ 1,408 アクセス 

       対面開催…315 人 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 消費者月間記念講演会 

○ 事業実績 

令和４年５月 29 日（日） 

会場及びアーカイブ配信にて開催 

テーマ：成年年齢が 18 歳に 

～18 歳成人を生き抜く戦略～ 

講 師：中野 雅至 氏（神戸学院大学教授） 

参加者：194 人（会場 70 人、配信 124 人） 
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Ⅱ イベント以外 

 

Ⅱ－① 広報いばらきへの記事掲載 

 

○ 事業実績 

・『消費生活だより』 

時期 タイトル 

４月 電気の契約切り替えトラブル 

６月 ＳＮＳ等での儲け話に注意 

８月 有名サイトの模倣サイトにご注意を 

９月 
・前年度の消費生活相談特集 スマートフォンを入り口とした相談が多数 

・定期購入・くらしのレスキューサービスに気をつけて！ 

10 月 保険金請求サポートサービスのトラブル 

12 月 点検商法にご注意を 

２月 初回格安な定期購入の通販にご注意 

 

 

 

（消費生活だより一例） 
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Ⅱ－② 大阪よどがわ市民生協 夕食サポート版『消費生活センターニュース』 

    高齢者配食サービス事業所 配食サービス版『消費生活センターニュース』  

 

○ 事業実績（夕食サポート版） 

 

時期 タイトル 配布部数 

４月 安すぎる?!「汚水ます洗浄チラシ」に注意！ 300 部 

６月 実在する組織をかたる、フィッシングメールに注意！ 300 部 

８月 本当にお得？注文確定の前に契約内容をしっかり確認 300 部 

10 月 点検中に屋根を壊された？点検商法にご注意 300 部 

12 月 実在の事業者を装うＳＭＳのＵＲＬにはアクセスしないで！ 300 部 

２月 ネットバンキングを悪用した還付金詐欺が発生しています 300 部 

 

○ 事業実績（配食サポート版） 

 

時期 タイトル 配布部数 

４月 安すぎる?!「汚水ます洗浄チラシ」に注意！ 698 部 

６月 実在する組織をかたる、フィッシングメールに注意！ 698 部 

８月 本当にお得？注文確定の前に契約内容をしっかり確認 698 部 

10 月 点検中に屋根を壊された？点検商法にご注意 698 部 

12 月 実在の事業者を装うＳＭＳのＵＲＬにはアクセスしないで！ 698 部 

２月 ネットバンキングを悪用した還付金詐欺が発生しています 663 部 

 

○配食サポート版配布施設等一覧 

 

デイサービスセンター静華苑 
茨木特別養護老人ホーム 

ラガールデイサービスセンター 

デイサービスセンター常清の里 障がい者地域支援センターあゆむ 

茨木市立西河原老人デイサービスセンター 庄栄エルダーデイサービスセンター 

春日丘荘デイサービスセンター デイサービスセンターけいあいの里 

茨木市立南茨木老人デイサービスセンター 宅配クック１２３ 茨木店 

デイサービスセンター天兆園 ㈱はーと＆はあとライフサポート北摂オフィス 
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（夕食サポート版・配食サービス版 一例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－③ ＳＮＳ（Twitter、Facebook、いばライフ）での情報発信 

 

○ 事業実績 

  多くの市民がＳＮＳを利用している現状を踏まえ、特殊詐欺や消費者トラブ

ルの注意喚起やイベントの告知を実施した。（合計〇〇回） 

 

Ⅱ－④ 啓発動画の配信（令和３年４月～ 継続）   

 

○ 事業実績 

  令和２年度に制作した消費者トラブル防止啓発動画を自宅などから気軽に視

聴可能なユーチューブなどで配信し、デジタルを活用した周知・啓発に努めた

ほか、市内中学校・高校・大学、高齢者施設等へ動画ＤＶＤ配布、授業等での

活用を求めた。 

 

（若者向け動画：だまされざる TV） 
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Ⅱ－⑤ 二十歳のつどい（旧成人祭）での啓発（令和４年 12 月） 継続   

 

○ 事業実績 

  成年年齢引下げを踏まえ、市社会教育振興課と連携し、二十歳のつどい案内

通知文書にチラシを同封、消費者ホットライン１８８や啓発動画の周知を図り、

新成人をはじめとした若者の消費者トラブルの未然・拡大防止に努めた。 

 

（封入リーフレット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－⑥ 市内大学・高校へ啓発リーフレット配布（令和５年１月） 継続  

 

○ 事業実績 

  成年年齢引下げを見据え、市内大学５校、高校 10 校へ啓発リーフレット 

「オトナ消費者へ ステップアップ」を配布 

成年年齢引下げに伴う契約知識の普及、啓発に努めた。 

   市内大学５校  令和５年度新入生向け（約 3,600 冊） 

   市内高校 10 校  令和４年度卒業生向け（約 3,800 冊） 
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Ⅱ-⑦ その他の取組 

 

⑴市内中学校地域学習への対応 

 

○ 事業実績 

中学１年生の地域学習の一環として実施。 

生徒が消費生活センター訪問し、生徒からの質問等に消費生活相談員が回答を

行った。 

 

⑵関係機関との連携 

 

○ 事業実績 

市福祉部門をはじめ、各関係機関と連携を図り、きめ細やかな啓発を実施。 

・新型コロナウイルス自宅療養支援パックに啓発チラシを同封 

（市福祉総合相談課との連携）  随時 

・大阪府消費者フェア参画（令和４年 11 月～12 月） 

・市内小学４年生へ SDGs 啓発すごろく配布（令和４年 12 月） 

 

※SDGs 啓発すごろく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶啓発ＤＶＤ・展示パネルの貸出 

 

○ 事業実績 

教育啓発ＤＶＤの貸出は１件、展示パネルの貸出は各２件であった。 

そのほか、製品リコール情報について、消費生活センター前の消費者教育コー

ナーに 掲出し周知に努めるとともに、５月の消費者月間には、公用車にマグネ

ット製啓発ステッカーを貼付し、市内全域での啓発を実施。 

 

（公用車装着イメージ）→ 
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３ 消費生活相談事業 

相談件数は前年度より約４％増加し、相談内容はインターネットを入口と

した商品の定期購入トラブルが多く、一段と複雑化・専門化している。     

このような中、本市のあっせん件数は大幅に増加、あっせん解決率も高い

水準を維持しており、市民が抱える消費者トラブルを多く解決できた。 

また、トラブルを未然に防ぐことが最も重要であるとの観点から、引続き

丁寧な相談事例の検証を行い、消費者教育の充実に努める。 

 

○ 事業実績 

 

・消費生活相談／個人情報受付件数 

 前年比

較増減 
令和４年度 令和３年度 令和２年度 

相  談  件  数 106 2,548 2,442 2,694 

うち個人情報相談件数 - 3 3 2 

あっせん件数（率） 129 524(20.6%) 395(16.2%) 376(14.0%) 

解決件数（率） 130 482(92.0%) 352(89.1%) 337(89.6%) 

不調件数（率） △1 42(8.0%) 43(10.9%) 39(10.4%) 

相談件数内訳（苦情） △141 2,369 2,228 2,511 

相談件数内訳（問合せ） △35 179 214 183 

 

・相談方法別統計表 

 
前年比

較増減 

令和４年度 令和３年度 令和２年度 

件数 (うち土曜) 件数 (うち土曜) 件数 (うち土曜) 

来訪 108 577 15 469 22 560 22 

電話 △1 1,961 68 1,962 60 2,114 55 

文書 △1 10 1 11 1 20 1 

計 106 2,548 84 2,442 93 2,694 78 

※消費生活相談員の配置（原則） 

月：5人、火・水：3人、木：4人、金：5人、土：1人（第 2・4午前のみ） 
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・購入形態、支払い方法に関する統計表（消費生活相談のみ） 

区        分 

前年

比較

増減 

令和４年度 令和３年度 令和２年度 

購入形

態 別 

店 舗 購 入 1 490 489 536 

訪 問 販 売 - 222 222 222 

通 信 販 売 57 1,004 947 1,102 

マルチ（まがい含む） - 17 17 18 

電 話 勧 誘 販 売 10 120 110 119 

ネガティブ・オプション 2 43 41 58 

訪 問 購 入 10   18 8 14 

そ の 他 無 店 舗 販 売 4 18 14 14 

不 明 ・ 無 関 係 22 613 591 604 

支払い

方法別 

現 金 等 △9 877 886 1,027 

ク レ ジ ッ ト 等 132 575 443 472 

借 金 契 約 △5 30 35 35 

不 明 ・ 無 関 係 △12 1,063 1,075 1,153 

 

※令和４年度 相談内容トップ 10  

順位 相談内容 件数 

１ 商品一般（不当・架空請求含） 212 

２ 化粧品 184 

３ 健康食品 76 

４ 他の役務サービス（相談サイト等） 67 

５ 移動通信サービス（携帯・スマホ等） 63 

６ 相談その他（個人間のトラブル等） 59 

７ エステティックサービス 57 

８ 修理サービス 54 

９ 紳士・婦人洋服 52 

10 インターネット接続回線 46 
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４ 計量推進事業 

計量法に基づき、取引・証明（薬の調剤・健康診断等）に使用される特定

計量器（はかり）について、定期検査を実施している。 

検査業務は、（一社）大阪府計量協会に委託しており、令和４年度の検査件

数は、下記の通りである。 

また、例年６月（中元期）及び 12 月（歳末期）に商品量目立入検査※を   

実施しているが令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により 

実施していない。 

その他、11 月の計量強調月間には、公用車にマグネットシールを貼付し、

周知・啓発に努めたほか、特定計量器使用事業者向け啓発リーフレットを  

作成、イベント等で配布するなど、適正計量の普及に努めた。 

 

※商品量目立入検査 

  スーパーマーケットなどで、店舗で詰め込みをして計量販売されているパック商品

（精肉・鮮魚・青果・惣菜）を対象に商品の内容量（商品量目）が正確に計量されて

いるかを検査すること。 

 

○ 事業実績 

 

・特定計量器定期検査実施件数  930 台（436 事業所） 

 

（） 

 

 

実施件数  ←（公用車装着イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

（作成リーフレット）→ 
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５ 製品安全に関する業務 

製品安全４法（消費生活用製品安全法、電気用品安全法、ガス事業法、液

化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律）に基づき、「製品事

故の未然防止」、「被害の拡大防止」を図るため、販売店舗への立入検査を実

施し、販売されている製品の安全性について確認している。 

 

○ 事業実績 

 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により立入検査の実績なし。 

（例年は市内２店舗に立入検査を実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 


